
［要約］

本年１月に実施したアンケート調査をもとに、移動体通信の状況を調査した。

�１ 関東の世帯における移動体通信の普及率は、携帯電話が６７．３％、PHSが１４．０％、ペー

ジャーが２．８％であった。また個人普及率は、携帯電話が３６．０％、PHSが５．７％、ペー

ジャーが０．９％であった。いずれも携帯電話が前回に比べて増加、PHSがほぼ横這いで

はあるが、微減から微増に、ページャーは減少となっている。

�２ 男女・年齢別の普及率は、携帯電話が男女とも２０代が最も多く、それぞれ７４．９％、

６５．８％である。ただし伸び幅で見ると、男性が４０代で＋１４．９ポイント、女性が１０代で＋

１４．１ポイントで、最も大きくなっている。PHSは男性が１０代で８．７％、女性が２０代で

９．３％が最も大きく、年齢や性別による普及率の差があまりなくなってきている。ペー

ジャーは男性が３０代で１．５％、女性が３０代で１．７％である。

�３ 非音声系サービスの利用動向については、簡易文字メッセージサービスが最も利用率

が高く１６．３％となっている。

�４ 加入プラン（料金プラン）については、携帯電話についてはローコールプランが３７％

と一番多く、標準プランは２９％であった。PHSは、標準プランが４３％と最も多かったも

のの、前回と同様に比率は大幅に減少している。

�５ 移動電話として携帯電話とPHSとの選択理由としては、携帯電話では「つながりやす

さ」、PHSでは「通話音質の良さ」が最も多い。事業者選択理由では「つながりやすさ」

が最も多かった。しかしながら、料金が上がるのであれば、通話可能エリアの拡大はし

なくても良いという回答が約半分を占めた。

�６ 世帯における平均支出額は、携帯電話が９，０４１円、PHSが５，５００円、ページャーが

１，９２８円であり、携帯電話のみ増加している。また、通話料金の支出額については、普

段はあまり意識をしていないが５６．７％であるが、支出額が増大した場合には、最初に削

減する項目として利用時間の削減をあげているのが３７％であった。
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はじめに

数年前よりはじまった、移動体通信１）の爆発的

普及は今もなお続いており、平成１１年末における

加入数は５，６００万台を超えている。平成１０年度末

時点におけるアナログ加入電話の加入数は約

５，８００万加入であり、その加入数が減少傾向であ

ることから、平成１１年度末には加入数が逆転する

との見方がある。移動体通信の約８５％を占めるの

が、携帯電話である。平成１１年末では、伸び率こ

そ＋２４％と平成１０年末の＋３５％からは減少傾向で

はあるものの、加入数は平成１０年末より約＋９４７

万台と今なお年々増加している。一方、平成７年

に登場したPHSは、初期の段階では爆発的に普及

したが、加入数が１，０００万台になる前の、平成９

年の９月をピークに減少がはじまった。最近の半

年間については、５６０万加入前後で推移しており、

平成１１年末は平成１０年末から約▲３５万台であり、

その伸び率は約▲６％となっている。ページャー

については、携帯電話の普及やPHSの登場に合わ

せて、年々加入数が減少し、平成１１年末は平成１０

年末から約▲２１１万台である。また、ISDNについ

ては、アナログ加入電話の減少傾向とは反対に、

平成８年度、９年度では１００％超、平成１０年度で

も６０％超の大幅な増加になっている。加入数の増

減に連動して、通信量（トラヒック）もそれぞれ

の通信手段において増減している。PHSは、平成

９年度と同様に、加入数は減少しているにもかか

わらず、通話時間は約７％増加し、通話回数は通

話時間をさらに大きく上回る約２５％の増加である。

これは、PHSの利用率（１加入当たり１日の通話

量）が高くなってきていることと、ショートメッ

セージなどと呼ばれる簡易文字メッセージサービ

スの全通話に占める割合が大きくなってきている

影響があることが推測される。この様に同じ移動

電話であっても、携帯電話、PHSとで動向が異

なっている。本稿では過去３年間毎年ほぼ同時期

（１～２月頃）に実施しているアンケート調査を

もとに移動体通信の動向を報告する。また随時、

前回（平成１１年１月）実施したアンケート調査と

の比較を併記していく。なお、本稿中の意見や推

測等は筆者の私見である。

１ アンケートの概要

今回実施したアンケートの概要は以下のとおり

である。

�１ 調査対象

関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉

県、東京都、神奈川県）の単身世帯を含む全世帯

とする。ただし東京都の離島は含まない。

�２ 発送、回収

発送、回収とも郵送による。発送は平成１１年１

月初旬

発送から回収までの期間は約１ヶ月

�３ 配布数、回収数

１２，０００世帯に配布、１，１６８世帯より回収（回収

率：約９．７％）

図表１～３に標本属性を示す。なお、性別及び

年齢に関しては、参考までに「住民基本台帳人口

要覧 平成１１年度」（自治省行政局）に基づく平

成１１年３月３１現在の関東と全国の平均値を併記し

１）本稿では、自動車電話を含む携帯電話・PHS・ページャーを「移動体通信」と称する。また、自動車電話を含む携帯電話とPHS
を「移動電話」と呼ぶこととする。

図表１ 性別属性

人数（世帯主再掲） シェア 関東平均 全国平均

男性 １，６５５（１，００４） ４９．８％ ５０．３％ ４９．１％

女性 １，６２２（ １５３） ４８．８％ ４９．７％ ５０．９％

不明 ４７（ １１） １．４％

合計 ３，３２４（１，１６８）

５ 郵政研究所月報 ２０００．４
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２ 普及動向

加入数の推移を図表４に示す。この図表からも

わかるように、携帯電話の普及率は増加し、PHS

の普及率は前年度とほぼ同等、ページャーは減少

傾向にある。そこで、この普及率について、アン

ケート結果から、より詳細な分析を行う。

２．１ 移動体通信の都県別普及動向

図表５のとおり、関東の世帯における移動体通

信の普及率は、携帯電話が６７．３％（＋８．５ポイン

ト（ポイント：前回調査からの増減。以下数字の

み記述））、PHSが１４．０％（＋０．６）、ページャーが

２．８％（▲１．６）であった。PHSは前回▲１．０ポイ

ントであったので、マイナスからプラスに転じて

おり、普及率の低下に歯止めがかかった可能性が

ある。

また、移動体通信をいずれか保有している世帯

は７３．６％（＋７．４）であった。一方、携帯電話を

複数台保有する世帯は２７．２％（＋４．９）、PHSを複

図表２ 年齢属性

人数（世帯主再掲） シェア 関東平均 全国平均

１０歳未満 ３６２（ ０）１０．９％ ９．１％ ９．５％

１０代 ４２４（ ０）１２．８％ １０．８％ １１．５％

２０代 ４６６（ １２７）１４．０％ １６．５％ １４．８％

３０代 ５６６（ ２５８）１７．０％ １４．３％ １２．９％

４０代 ５０１（ ２５８）１５．１％ １４．０％ １４．０％

５０代 ４４３（ ２４５）１３．３％ １５．２％ １４．６％

６０代 ３２３（ １８１） ９．７％ １０．９％ １１．６％

７０歳以上 ２２７（ ８７） ６．８％ ９．２％ １１．１％

不明 １２（ １２） ０．４％

合計 ３，３２４（１，６１８）

図表３ 職業属性

人数（世帯主再掲） シ ェ ア

全 体 ３，３２４（１，１６８）

自 営 業 ２５０（ １７１） ７．５％

会社員・公務員 １，１４９（ ７６６） ３４．６％

アルバイト １９０（ ３２） ５．７％

無 職 ８６５（ １７３） ２６．０％

小学生以下 ４５４（ ０） １３．７％

中 学 生 １２８（ ０） ３．９％

高 校 生 １３５（ ０） ４．１％

大学・短大等 １１５（ １１） ３．５％

不 明 ３８（ １５） １．１％

図表４ 移動体通信の加入数の推移

６郵政研究所月報 ２０００．４
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数台保有する世帯は２．１％（＋０．３）となっている。

前回同様、移動電話の同一世帯内における複数保

有率が加入数の増加に伴い、増大していることが

わかる。PHSは、前回▲０．９ポイントであったが、

今回は若干のプラスに転じている。次に都県別の

比較をしてみる。都県の普及率の格差は携帯電話

が最大１２．４ポイント（＋７．５）、PHSが最大１８ポイ

ント（＋１２）となっている。各都県の格差をポイ

ント数だけで見た場合、携帯電話については、前

回と同様格差が拡大する傾向にあるが、PHSでは

前回減少していた格差が、拡大することとなった。

ただし、今回は有効回答数が前回の約半分である

ことと、PHSの普及率が低下していることから、

最も普及率の低い群馬県ではPHS保有世帯数は１

世帯のみとなってしまっている。そこで、PHS保

有世帯数が１０世帯以上の埼玉県、神奈川県、千葉

県、東京都だけで見ると、都県の格差は最大８．９

ポイント（＋２．９）となるが、格差が広がる傾向

自体は変わらない。

移動電話について個人普及率を図表６に示す。

栃木県については、世帯当たりの家族人数が約

３．５人と関東最高であるため、携帯電話の個人普

及率は関東地方の都県の中で、下から２番目と低

迷しているが、世帯普及率では２番目に高くなっ

ている。

２．２ 移動体通信の個人普及動向

移動体通信の個人普及率は、携帯電話が３６．０％

（＋６．０）、PHSが５．７％（＋０．４）、ページャーが

０．９％（▲０．７）であった。ここでも携帯電話増加、

PHS・ページャーの減少という傾向は変わらない。

移動体通信のいずれかを保有しているのは、

４２．１％（＋６．５）であった。また保有者のうち、

移動体通信の複数保有率は１．３％（▲２．８）となっ

ており、前回と同様に低下している。

これは、前回同様にメインで使用する移動体通

信以外の利用頻度が少ないため、複数保有するメ

リットが感じられず、複数保有率が減少した可能

性がある。前回の調査では、通常の通話を携帯電

話で行い、データ通信にはPHSを使用することで、

複数保有率増加の可能性を指摘したが、現在はそ

の傾向は現れていない。理由としては、携帯電話

のデータ通信に関するサービスの向上を受けて、

PHSをデータ通信に利用するために買い足すこと

にメリットを感じないと考える人が多いことが考

えられる。次にこの普及率を個人の属性別に見て

図表５ 移動体通信の世帯普及率

７ 郵政研究所月報 ２０００．４
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みる。

�１ 性別年代別普及率

普及率を性別で見てみると、携帯電話で男性が

４４．３％（＋８．０）、女性が２７．７％（＋４．４）となっ

ている。前回の調査における伸び幅は、男性が＋

７．８ポイントで女性が＋８．７ポイントであり、男女

間の格差は縮まる傾向にあったが、今回の調査で

は格差が広がる傾向にある。PHSは男性が５．８％

（＋０．７）、女性が５．５％（▲０．２）となっている。

いずれも１．０ポイント以下の微少な変化ではある

が、男性の伸び幅がマイナスからプラスに転じて

いる。ページャーについては、男性が１．１％（▲

１．１）、女性が０．７％（▲０．４）とともに減少してお

り、基本料金無料のページャーなども昨年登場し

たが、普及率の回復には至っておらず、減少傾向

に歯止めはかかっていない。

移動体通信いずれかの保有では、男性が４９．２％

（＋７．６）、女性が３３．１％（＋３．９）となっており、

前回と同様に男性の方が高くなっている。

図表６ 移動電話の個人普及率

図表７ 性別普及率

８郵政研究所月報 ２０００．４
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次に図表８で性別、年齢別を合わせて見てみる。

どの移動体通信も前回と傾向は非常に似通ってい

る。携帯電話においては、全体的に普及率が底上

げされた形になっている。その中で伸び率は４０代

の男性の６２．４％（＋１４．９）が最も大きくなってお

り、次に大きいのは１０代の女性で２１．７％（＋１４．１）

となっている。普及率自体では２０代の男女が前回

同様、もっとも高く、それぞれ７４．９％（＋１０．７）、

６５．８％（＋６．８）となっている。また男性の２０代

～５０代の普及率が遂に５０％を超えた。一方、PHS

の普及率はあまり年齢、性別に関係しなくなって

きている。つまり普及率の比較的高かった２０代以

下では男女とも普及率が減少し、逆に３０代以上の

男性と３０代、４０代の女性で普及率がわずかに上昇

している。男性は１０代、女性が２０代でもっとも普

及率が高くなっており、それぞれ８．７％（▲０．５）、

９．３％（▲０．４）であった。ページャーは図表８と

同様あまり特徴が無く、非常に低い水準の普及率

である。もっとも普及率が高いのは、男性が３０代、

４０代で１．５％、女性が３０代で１．７％である。

�２ 職業別普及率

次に職業別の移動体通信普及率を見てみる。な

お、学生については、さらに詳細に小学生以下、

中学生、高校生、大学・短大生等と区分を行った。

まず、学生への普及率を図表９に示す。携帯電

話については、傾向としては前回とあまり変わら

ず、全体的に普及率が上がり、大学・短大生等が

もっとも普及率が高く６５．２％（＋１１．６）である。

PHSについては、高校生がもっとも普及率が高く

１６．３％（▲６．３）であった。携帯電話の伸び率に

ついて見ると、高校生が普及率４１．５％で＋２１．５ポ

イントの大幅成長を示している。これは、高校生

のPHS普及率の減少分をはるかに上回る伸びであ

り、その結果、高校生に最も普及している移動体

通信がPHSから携帯電話に移った。一方、大学・

短大生等では、PHS普及率の伸び幅が▲８．９ポイ

ントであることから、PHSから携帯電話への乗り

換えが、携帯電話の伸び率の大きなウェイトを占

めている可能性がある。ページャーについては、

すべてのグループで普及率が低下しており、もっ

とも高い普及率の高校生でも１．５％（▲５．７）となっ

ている。移動体通信全体で見ると、高校生におい

図表８ 性別年齢別普及率

９ 郵政研究所月報 ２０００．４
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て５８．５％（＋８．５）、大学・短大生等において

７１．３％（＋１．３）の普及率となっている。

次に学生以外の職業別について見てみる。全体

的な傾向は他の図表と同じである。携帯電話にお

いては、前回同様、会社員・公務員が６１．６％（＋

１１．３）と１０ポイント以上の高い伸び幅を示してい

る。一方、自営業は４７．６％（＋０．５）で、前回の

伸び幅も＋２．５ポイントであり普及率は頭打ちの

傾向にある。また、アルバイトも４３．２％（＋７．４）

と前回の伸び幅＋１５．８ポイントからは低下したも

のの、順調に伸びており、仮にこの傾向が継続す

るとすれば、次回の調査時には２年前で最も普及

率の高かった自営業を抜いてしまうことになる。

２．３ 非音声系サービスの利用について

平成１０年頃より、携帯電話やPHSの端末間で、

図表１０ 移動体通信の職業別個人普及率

図表９ 移動体通信の学生への普及率
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0％�

データ通信�

簡易文字メッセージサービス�

e―mail

コンテンツサービス�

5％� 10％� 15％� 20％�

3.6％�

16.3％�

6.5％�

6.1％�

簡単な文字メッセージをやりとりする、簡易文字

メッセージサービス等とよばれるサービスが、利

用されるようになってきた。最近は、インター

ネットの普及効果もあり、e―mailを送受信できる

サービスも提供されている。さらには、インター

ネットのwwwの様に企業や一般の人が作成する

情報提供サイトを閲覧できるサービスも開始され

ており、サイトの中には預貯金の残高照会などの

ネットバンキングや、CDや本などのネット

ショッピングなどの電子商取引が行えるところも

ある。各事業者とも、音声通話だけでは無く、非

音声系サービスを提供することで新たな需要を開

拓しようとしている。そこで非音声系サービスの

利用動向に関する調査項目を、今回新たに追加し

た。まず、非音声系サービス全体の利用動向を図

表１１に示す。母数は移動電話の保有者全員である。

図表１１の中で、コンテンツサービスとは、前述

の文字による情報提供サービスや、ネットバンキ

ング、ネットショッピングなどを提供するサービ

スのことであり、データ通信とは、移動電話をパ

ソコンやPDAに接続し、インターネットサービ

スプロバイダを経由して、ホームページの閲覧や

e―mailのやりとりをすることである。この結果か

ら、簡易文字メッセージサービスがもっとも利用

されていることが分かる。また、データ通信の利

用率が最も低くなっているが、これは他のサービ

スが移動電話単体でサービスを利用することが可

能であるのに対して、パソコンやPDA等に接続

する必要性がある分、手軽さに欠ける事が理由で

ある可能性が推測される。郵政省が平成１１年１１月

に発表した「トラヒックからみた電話等の利用状

況【平成１０年度】」によると、PHSの平成１０年度

における１回当たりの通話時間は、平成９年度か

ら減少しており、通話時間別通話回数では全体の

約４５％が１０秒以下の通話であることがわかる。こ

の１０秒以下の通話において、かなりの割合を簡易

文字メッセージサービスが占める可能性がある。

次に、もっとも利用率の高い簡易文字メッセー

ジサービスに対して、もう少し詳細に見てみる。

まず、性別年齢別の利用率を図表１２に示す。

もっとも利用率が高いのは、男女ともに２０代で

あり、利用率は男性が２９．０％、女性が２６．３％であ

る。１０代、２０代では男性の方が利用率が高く、３０

代から５０代では、女性の方が利用率が高くなって

いることがわかる。全年齢で見ると、男性が

１３．９％、女性が２０．５％と女性の利用率の方が高く

図表１１ 非音声系サービスの利用（N＝１，３５２）

１１ 郵政研究所月報 ２０００．４
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なっている。次に職業別の利用率を見てみる。

この図から、簡易文字メッセージサービスの主

な利用者層は、学生やアルバイターであることが

わかる。利用率はアルバイトが２３．９％、中学生が

２２．２％、高校生が２８．２％、大学生・短大生等が

２７．２％となっている。また、会社員・公務員も

１５．８％と割と高い利用率になっている。

２．４ 加入形態について

現在、ますます加入プランは増えており、加入

時には、どの加入プランにするか、悩むほどであ

る。前回同様ここでは、この加入プランを１）標

準プラン、２）ローコールプラン、３）ハイコー

ルプラン、４）通話料金パックプラン、５）タイ

ムサービスプランの５つに大別してみた。なお、

ローコールプランとは、基本料金を低めに設定す

る代わりに通話料金が標準プランよりも高くなっ

図表１２ 簡易文字メッセージサービスの性別年齢別利用率

図表１３ 簡易文字メッセージサービスの職業別利用率
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ており、通話頻度が少ない人向けのプランである。

ハイコールプランはその逆で、基本料金が高く設

定されている代わりに、通話料金が安くなってい

るプラン、通話料金パックプランとは、あらかじ

め基本料金に一定金額分の通話料金が含まれてい

るプランである。タイムサービスプランとは、基

本料金を低めに設定する代わりに、通話を行う時

間帯が限定されていたり、指定時間帯以外の使用

では割高な通話料金が設定されているプランであ

る。携帯電話とPHSの加入形態を図表１４に示す。

携帯電話について標準プランは２９％であり、前

回と変わっていない。一番多かったのは、ロー

コールプランの３７％（▲２）であった。いずれの

プランも前回と比べて数ポイントの変化しかなく、

これは、現在のプランに満足しているケースと、

どのプランに変更したらよいかわからなかったり、

その手間を惜しんでいるケースがあると推測でき

る。PHSについては、まだ標準プランが一番多く、

割合は４３％（▲１８）である。標準プランの減少分

は、タイムサービスプランが２１％（＋１１）、通話

料金パックプランが１１％（＋５）に振り替えられ

ている可能性がある。PHSは携帯電話よりも標準

プラン以外のプランの登場が遅れたために、今後

も標準プランからのプラン変更が進む可能性があ

ろう。

次に移動電話には、携帯電話とPHSがあるが、

携帯電話を選んだ（PHSを選んだ）その理由を回

答してもらった。その結果を図表１５に示す。まず、

携帯電話を選んだ理由の一番は「つながりやすさ

（エリアの広さ・密度）」で、約８４％と圧倒的で

あった。これは、移動電話にとっては、いつでも

どこでも必ず通話できる事が非常に重要であるこ

とを示している。ちなみに二番目は電話料金の安

さで、約７％であった。一方、PHSの理由の一番

は、「通話音質の良さ」が約６２％であり、これも

過半数以上である。最近は携帯電話も音声品質の

向上のために様々な技術を投入しているものの、

PHSの音声品質には届いていない。二番目は「電

話機の安さ」で１１％である。PHS登場当時の様に、

店頭でタダ同然の価格で端末を販売されることは、

かなり減ってきているものの、携帯電話と比較し

てPHSの店頭における価格はかなり低い。PHS事

業者が力を入れている、データ通信に関しては約

６％にすぎず、前述のデータ通信利用率の結果と

同様、この点に注目している利用者は、現在のと

ころそれほど多くない。

次に、加入事業者を選択した理由について図表

１６に示す。図表における値（％）は、１番目の理

図表１４ 各移動電話のプラン別加入率

１３ 郵政研究所月報 ２０００．４
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84％�
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7％�
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2％�
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2％�

電話機の大きさ・軽さ�
0％�
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6％�

電話機の安さ�
11％�

通話音質の良さ�
62％�

由を回答した世帯数を母数として算出した。

�１ １番目の理由

前回同様に「通話エリアの広さ、つながりやす

さ」が３８％と一番多かった。それ以下も「ブラン

ドイメージ・知名度」、「基本料金および基本料金

に関わる割引サービス」と前回同様になっている。

�２ ２番目の理由

ここも、１番目の理由と全く同じ理由が上位３

つになっている。前回も同様である。

�３ ３番目の理由

「なんとなく」が上位３番目になっている。

以上、加入事業者選択の傾向としては、前回と

若干の違いはあるものの、基本的なところでは、

それほど違いはなかった。

３ 移動体通信への世帯支出額について

３．１ 携帯電話、PHS、ページャーの一ヶ月あ

たり支出額

図表１７に各移動体通信の支出額をを示す。なお、

支出額には基本料金が含まれている。また世帯主

が自営業の場合は、業務に使用している場合が考

えられるので、世帯主が自営業以外の職業の世帯

のみについて集計を行った。

まず携帯電話について見てみると、もっとも多

いのは前回と同様に５，０００円から１０，０００円の間で

４１％になっている。２番目に多いのも前回と同様

に５，０００円未満である。各支出額のランクの割合

も前回とあまり大きな違いはない。最高は９０，０００

図表１５ 携帯電話とPHSとの選択理由

１４郵政研究所月報 ２０００．４
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円であった。また平均支出額は、９，０４１円（＋６４３

円）であり、前回は支出額が低下傾向（▲９５３円）

であったが、今回ではプラスに転じている。携帯

電話の基本料金や通話料金は低下傾向にあるにも

関わらず支出額が増大してことは、世帯における

携帯電話の保有率が増加（１世帯で所有する携帯

電話の台数が増加）したことと、世帯全体の通話

時間が増加したこと、そして通話料金の高い遠距

離の通話が増加したこと等が原因として推測され

る。

次にPHSについて見てみると、基本的な傾向は

前回と変わらず、５，０００円未満が一番多かった。

最高は６０，０００円であった。平均支出額は５，５００円

（▲１７３円）であり、前回同様に支出額の若干の

低下が見られる。利用者の通話時間は増加傾向に

あると思われることから、支出額低下の原因は、

図表１７ 移動体通信の世帯支出額

図表１６ 事業者の選択理由（N＝８２４）
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通話時間の短い簡易文字メッセージサービスの全

通話量に占める割合が大きくなったことと、料金

の安い近距離の通話の占める割合が大きくなって

いることが推測される。

次にページャーについて見てみると、全ての利

用世帯の支出額が５，０００円以下となり、最高は

４，８００円、平均支出額は１，９２８円（▲３９５円）であっ

た。

ここで、特に携帯電話の通信費支出が総通信費

支出と相関関係があるかを見てみる。

ここから、携帯電話の通信費支出と総通信費支

出との間には、かなりの相関関係が見られる。

３．２ 移動電話の支出について

ここでは、携帯電話・PHSに関する毎月の支出

が加入電話や他の消費へどのような影響を与える

かを見てみる。

まず移動体通信費に対しての意識を図表１９に示

す。これはアンケートにおいて、移動体通信を使

用することによって、日常の生活の中の何か他の

出費や貯金を減らすことを意識しているかどうか

を質問した結果である。こちらの図表も、前回の

結果と基本的な傾向は変わっておらず、「あまり

意識していない」人が最も多く３４．７％である。

次に、移動電話の電話料金が高くなったり、通

話時間が長くなることにより、移動電話に対する

支出が増大した場合、どのように対処するかにつ

いて、対処する金額が多い項目順に回答しても

らった。なお各比率は１番目の回答を行った世帯

数を母数として算出した。先の図表１９で示したよ

うに、意識を少しでもしている人の割合が、

４３．３％と半数以下になっているので、そもそも半

数以上の人は、どの項目で移動電話通信費用の増

加分を削減するかは、特に考えていないと思われ

るが、結果は「携帯電話・PHSの利用時間を減ら

す」が１番目の項目としてもっとも回答多く

（３７％）、「全体的に減らしているのでどの項目と

はいえない」がそれに続いた（１４％）。普段は移

動体通信費に対しての意識はあまり高くないが、

実際に通信費が増大した場合は、まずその増大し

た通信費自体を削減しようとすることがわかる。

このことは、移動電話が主にプライベートに使用

されていることから、その通話量は自分で制御で

きると考えており、また、他の支出項目よりも支

図表１８ 総通信費支出と携帯電話通信費支出
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出の優先順位としては低いと解釈することも可能

である。

３．３ 料金水準

各世帯に電話料金の水準を現在（平成１２年１月

時点）を１００として、加入電話・携帯電話・PHS

の基本料金および通話料金について、どれくらい

の料金水準が理想であるか回答してもらった。そ

の結果を図表２１に示す。

結果は前回とほとんど同じで、加入電話、携帯

電話、PHSの基本料金、通話料金の全ての項目で、

数％の変化しかなかった。

加入電話については、基本料金が４０～５０の回答

が３２％、通話料金が９０～１００の回答が３４％ともっ

とも多かった。なお基本料金の平均は約７２（▲１）、

通話料金の平均は７５（▲１）であった。

図表２０ 各世帯の各支出への影響（N＝８１３）

図表１９ 各世帯の移動体通信費に対しての意識（N＝８２４）

１７ 郵政研究所月報 ２０００．４



0％�

10％�

20％�

30％�

40％�

50％�

0～10 20～30 40～50 60～70 80～90 100超�

普通の電話基本料金�
携帯の電話基本料金�
PHS基本料金�

普通の電話通話料金�
携帯の電話通話料金�
PHS通話料金�

0％�

10％�

20％�

30％�

40％�

50％�

0～10 20～30 40～50 60～70 80～90 100超�

携帯電話については、基本料金、通話料金とも

４０～５０と回答した人が約半数を占めた。基本料金

の平均は約５６（▲２）、通話料金の平均は約５５（▲

１）であった。

PHSについても、基本料金・通話料金とも４０～

５０の回答がもっとも多かった。基本料金の平均は

約６５、通話料金の平均は約６４と、前回と全く同じ

になっている。

３．４ 通話エリアの拡大希望

現在、移動電話の通話エリアは拡大を続けてお

り、通常の行動範囲の中は、だいたいが通話エリ

アになっている。それでも、人口密度の低い地域

の中には通話できない場所がまだ存在する。また、

ビルの中や地下街など三次元的に見ると、都市部

であっても通話できない場所が存在している。そ

こで、今回のアンケートでは、現在の通話エリア

に関して、通話料金や基本料金が上がったとして

も、より通話エリアを拡大して欲しいかどうかを

回答してもらった。その結果を図表２２に示す。

５０％の人は、料金が上がるのであれば、これ以

上通話エリアを充実させることは必要ないという

ことであった。これは、現在の通話エリアにある

程度満足していて、通話料金や基本料金を安くす

る方が、優先順位としては高いことを意味する。

前述の図表１５における、携帯電話選択理由の一番

は「つながりやすさ」であり、図表１６の事業者選

択の理由の一番も「通話エリア・つながりやすさ」

である。つまり約半数の人は、移動電話としてど

の事業者に加入するかは、「つながりやすさ」を

もっとも重要視しているが、利用する際には、

「つながりやすさ」よりも「料金の安さ」を重要

視していると思われる。

４ まとめ

本稿では、２０００年１月に実施したアンケートの

図表２１ 各世帯が理想とする移動電話の料金水準
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結果を用いて、関東地方における移動体通信の普

及状況や利用状況について分析を行なった。９９年

１月に実施した前回の調査では、簡易文字メッ

セージサービスに対する利用増から、PHS普及率

の減少に歯止めがかかることが予想されたが、実

際、加入数の減少スピードは緩やかになってきて

いる。しかしながら、PHSの中心的な利用者層で

あった学生への普及率は減少を続けている一方で、

中高年齢層の普及率に若干の回復傾向が見られる

ことから、PHSの利用層、利用形態が変わりつつ

あることが示唆されている。携帯電話については、

品質の向上や多種多様なサービスの提供、料金体

系の多様化をうたい文句に、各事業者が熾烈な競

争を繰り広げた結果、サービス品質の向上・料金

低廉化が実現し、加入数や普及率の増加が引き続

きもたらされている。

さて、移動体通信の普及率が４２．１％に達してい

る現在、音声通話を中心とした従来型サービスに

固執していては事業の成長がそれほど見こめない

可能性があるため、携帯電話の事業者は、新たな

需要を開拓する手段として、非音声系サービスに

力を入れてきている。高速データ通信の実現が特

徴の一つであるIMT－２０００の登場を視野にいれ

た場合、このことは新規市場の開拓であるととも

に、潜在的ユーザの早期囲い込みとして捉えるこ

ともできよう。そもそも、非音声系のデータ通信

については通信速度の面からPHSが優位性をもつ

分野ではあったが、データ通信に適したパケット

交換方式を採用する携帯電話事業者も現れるなど、

PHSの優位性は徐々に失われつつある。実際、

NTTDoCoMoが提供するiモードサービス（携帯

電話を利用したパケット交換方式によるコンテン

ツサービス）は、平成１２年３月１５日現在で５００万

契約を達成している。他方、PHSにおいてもPHS

の優位性をフルに活かした定額制インターネット

接続サービスなどが提供されつつあり、今後の展

開が期待されよう。

来年度は携帯電話、PHSの両事業者とも前述の

IMT－２０００の登場を見据えたサービス提供が期

待されるが、それに応じて適切な政策決定を行な

うためには、音声系サービスのみならず非音声系

サービスにも注目した普及動向調査が生み出す

データや分析結果が重要なインプットとなろう。

図表２２ 通話エリアの拡大希望（N＝８１４）
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